
　　　　第３表　　総実労働時間の動き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　

　　　　　対　　　前　　　年　　　増　　　減　　　率 平成１5年

産　  業 平成 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 実　　　数 うち所定内

％ ％ ％ ％ ％ 時間 時間

調 査 産 業 計 1.6 0.7 △ 0.9 1.1 △ 0.7 157.9 148.8

建 設 業 2.1 9.6 △ 1.8 △ 7.1 5.0 173.2 159.2

製 造 業 0.0 0.5 △ 2.1 3.5 1.4 166.2 154.6
電気・ ガス ・ 熱供給・

水 道 業 1.2 △ 1.4 △ 3.9 2.7 △ 0.2 154.9 142.9

運 輸 ・ 通 信 業 △ 0.3 △ 5.8 △ 1.4 1.8 △ 6.5 165.9 149.8

卸売・小売業、飲食店 7.7 1.9 1.3 △ 0.9 △ 5.8 144.0 137.9

金 融 ・ 保 険 業 △ 5.1 4.8 3.4 2.6 △ 3.6 153.4 147.6

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 1.6 △ 1.6 △ 0.4 2.5 0.6 150.6 145.5

　　　　第４表　　所定外労働時間の動き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　

　　　　　対　　　前　　　年　　　増　　　減　　　率 　　　平　成　１5　年

産　   業 平成 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 　　　実　　　　　 　数

％ ％ ％ ％ ％ 時間

調 査 産 業 計 5.3 7.5 △ 14.6 11.7 7.9

建 設 業 4.8 31.2 △ 19.9 △ 37.8 152.3

製 造 業 2.6 13.8 △ 20.8 26.6 26.7
電気・ ガス ・ 熱供給・

水 道 業 11.2 △ 22.4 △ 22.5 △ 4.1 6.5

運 輸 ・ 通 信 業 1.0 △ 19.5 △ 11.2 25.6 △ 18.9

卸売・小売業、飲食店 40.5 41.7 △ 13.5 15.1 △ 31.1

金 融 ・ 保 険 業 △ 23.6 6.0 10.6 20.8 △ 18.7

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 0.6 2.4 0.0 5.5 △ 3.7
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２　労働時間の動き

（1）規模５人以上の事業所

平成 15 年における調査産業計の１人平均月間総実労働時間（以下「総実労働時間」と

いう。）は 157.9 時間で、前年比 0.7％減となった。これを産業別にみると、建設業が 173.2

時間と最も多く、次いで製造業 166.2 時間、運輸・通信業 165.9時間、電気・ガス・熱供給・

水道業 154.9 時間、金融・保険業 153.4 時間、サービス業 150.6 時間、卸売・小売業、飲

食店 144.0 時間となった。

また、所定外労働時間についてみると、調査産業計で 9.1 時間で、前年比 7.9％増とな

った。産業別にみると、景気の先行指標とされる製造業は 11.6 時間で、前年比 26.7％増

となった。その他の産業では運輸・通信業 16.1 時間、建設業 14.0 時間、電気・ガス・熱供

給・水道業 12.0 時間、卸売・小売業、飲食店 6.1 時間、金融・保険業 5.8 時間、サービス

業 5.1 時間となった。



　　　　第５表　　総実労働時間の動き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　対　　　前　　　年　　　増　　　減　　　率 平成１5年

産　  　業 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 実　　　数 うち所定内

％ ％ ％ ％ ％ 時間 時間

調 査 産 業 計 0.4 1.3 △ 0.6 △ 0.2 0.3 158.3 148.1

建 設 業 △ 1.9 9.3 6.6 △ 8.7 △ 2.2 170.9 157.1

製 造 業 0.1 1.6 △ 3.3 4.3 2.2 167.8 153.8
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・

水 道 業 1.2 △ 1.5 △ 3.5 2.4 △ 0.9 154.9 142.9

運 輸 ・ 通 信 業 3.0 △ 3.8 △ 3.6 △ 0.7 △ 4.4 168.5 152.5

卸売・小売業、飲食店 1.7 7.4 6.7 △ 5.5 △ 6.9 157.5 148.6

金 融 ・ 保 険 業 0.7 1.7 0.7 △ 0.6 0.4 152.5 144.0

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 1.3 △ 0.6 0.2 △ 1.7 2.9 144.9 140.2

　　　　第６表　　所定外労働時間の動き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　対　　　前　　　年　　　増　　　減　　　率 　　　平　成　１5　年

産　  　業 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 　　　実　　　　　 　数

％ ％ ％ ％ ％ 時間

調 査 産 業 計 1.2 8.3 △ 9.8 16.2 0.3

建 設 業 △ 26.1 22.0 △ 7.4 △ 4.2 △ 10.0

製 造 業 8.1 14.4 △ 18.2 32.0 17.7
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・

水 道 業 11.3 △ 23.3 △ 21.9 △ 1.7 12.7

運 輸 ・ 通 信 業 0.0 △ 13.3 △ 20.1 16.3 △ 9.4

卸売・小売業、飲食店 △ 13.7 121.4 27.9 5.9 △ 34.4

金 融 ・ 保 険 業 △ 25.3 34.7 13.4 18.5 35.2

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 3.3 1.5 6.4 3.8 △ 10.8
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第２図　労働時間の前年比の推移

　　　　　 （事業所規模３０人以上）
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（2）規模３０人以上の事業所

平成 15 年における調査産業計の総実労働時間は 158.3 時間で、前年比 0.3％増であ

った。これを産業別にみると、建設業が 170.9 時間で最も多く、次いで運輸・通信業 168.5

時間、製造業 167.8 時間、卸売・小売業、飲食店 157.5 時間、電気・ガス・熱供給・水道

業 154.9 時、金融・保険業 152.5 時間、サービス業 144.9 時間となった。

また、所定外労働時間についてみると、調

査産業計で 10.2 時間で、前年比 0.3％増 と

なった。産業別にみると、景気の先行指標とさ

れる製造業は 14.0 時間で、前年比 17.7％増

となった。その他の産業では、運輸・通信業

16.0 時間、建設業 13.8 時間、電気・ガス・熱

供給・水道業 12.0 時間、卸売・小売業、飲食

店 8.9 時間、金融・保険業 8.5 時間、サービ

ス業 4.7 時間となった。


